
（様式１） 

審査基準（申請に対する処分関係） 

 

担当課 子育て支援課 検索番号 ３－１ 

法令名 児童福祉法施行令 根拠条項 第５条第３項 

許認可等 指定保育士養成施設の学則の変更承認 

（根拠規定） 

児童福祉法施行令 

〔指定保育士養成施設の指定要件等〕 

第五条 法第十八条の六第一号の指定保育士養成施設（以下「指定保育士養成施設」という。）の指 

定は、厚生労働省令で定める基準に適合する施設について行うものとする。 

２ 指定保育士養成施設の指定を受けようとする施設の設置者は、厚生労働省令で定める事項を記 

載した申請書を、当該施設の所在地の都道府県知事に提出しなければならない。この場合におい 

て、設置者が法人（地方公共団体を除く。）であるときは、申請書に定款、寄付行為その他の規約 

を添えなければならない。 

３ 指定保育士養成施設の設置者は、前項の申請書の記載事項（厚生労働省令で定めるものに限る。） 

を変更しようとするときは、当該施設の所在地の都道府県知事に申請し、その承認を得なければ 

ならない。 

４～７ 省略 

 

児童福祉法施行規則第６条の３第２項に規定する厚生労働大臣の定める修業教科目(平成七年厚生 

省告示第三一号) 

児童福祉法施行規則（昭和23 年厚生省令第11 号）第39 条の３第２項の規定に基づき、厚生大 

臣の定める修業教科目を、次のように定める。 

児童福祉法施行規則（昭和23 年厚生省令第11 号）第６条の３第２項に規定する厚生労働大臣の 

定める修業教科目は、児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教 

科目及び単位数並びに履修方法（平成13 年厚生労働省告示第198 号）別表第１の教科目の欄に掲 

げる教科目及び別表第２に掲げる全ての系列に係る教科目とする。 

 

児童福祉法施行規則第6 条の2 第1 項第3 号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに 

履修方法(平成十三年五月二十三日(厚生労働省告示第百九十八号) 

児童福祉法施行規則(昭和二十三年厚生省令第十一号)第三十九条の二第一項第三号の規定に基づ 

き、児童福祉法施行規則第三十九条の二第一項第三号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位 

数並びに履修方法を次のように定め、平成十四年四月一日から適用し、児童福祉法施行規則第三十 

九条の二第一項第三号の保育士を養成する学校その他の施設の修業教科目及び履修方法(昭和三十 

七年九月厚生省告示第三百二十八号)は、平成十四年三月三十一日限り廃止する。ただし、平成十四 

年三月三十一日以前に児童福祉法施行令(昭和二十三年政令第七十四号)第十三条第一項第一号に規 

定する指定保育士養成施設に入所していた者については、なお従前の例による。 

(修業教科目及び単位数) 

第一条 児童福祉法施行規則第六条の二第一項第三号に規定する修業教科目及び単位数は、次の各号 

に掲げる教科目及び単位数とする。 一 必修科目 別表第一の教科目の欄に掲げるすべての教科目 

について、それぞれ同表の単位数の欄に掲げる単位数 二 選択必修科目 別表第二に掲げる系列の 

うちから十八単位以上(うち保育実習 三単位以上(うち保育実習Ⅱ(実習)又は保育実習Ⅲ(実習) 二 

単位以上、保育実習指導Ⅱ(演習)又は保育実習指導Ⅲ(演習) 一単位以上)) 三 教養科目 十単位以 

上(うち外国語に関する演習 二単位以上、体育に関する講義及び実技 それぞれ一単位、これら以 

外の科目 六単位以上) 

(任意開設教科目及び単位数) 

第二条 児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第十八条の六第一号に規定する指定保育士養成 

施設(以下「指定保育士養成施設」という。)は、必要があると認めるときは、前条各号に掲げる教 

科目及び単位数以外の教科目及び単位数を設けることができる。 

(単位の算定方法) 

第三条 各教科目に対する単位数は、短期大学設置基準(昭和五十年文部省令第二十一号)第七条の例 



により算定するものとする。 

(履修方法) 

第四条 指定保育士養成施設は、入所者に対して、次の各号に掲げる教科目及び単位数を履修させる 

ものとする。 一 必修科目 別表第一の教科目の欄に掲げるすべての教科目について、それぞれ同 

表の単位数の欄に掲げる単位数 二 選択必修科目 別表第二に掲げる系列のうちから九単位以上 

(うち保育実習 三単位以上(うち保育実習Ⅱ(実習)又は保育実習Ⅲ(実習) 二単位以上、保育実習指 

導Ⅱ(演習)又は保育実習指導Ⅲ(演習) 一単位以上)) 三 教養科目 八単位以上(うち体育に関する講 

義及び実技 それぞれ一単位) 

(選択履修科目) 

第五条 指定保育士養成施設は、入所者に対して、前条各号に掲げる教科目及び単位数以外の教科目 

及び単位数を選択して履修させることができる。 

別表第一 

系 列 教科目 単位数 

保育の本質・目的に関する科目 保育原理（講義） ２ 

教育原理（講義） ２ 

児童家庭福祉（講義） ２ 

社会福祉（講義） ２ 

相談援助（演習） １ 

社会的養護（講義） ２ 

保育者論（講義） ２ 

保育の対象の理解に関する科目 保育の心理学Ⅰ（講義） ２ 

保育の心理学Ⅱ（演習） １ 

子どもの保健Ⅰ（講義） ４ 

子どもの保健Ⅱ（演習） １ 

子どもの食と栄養（演習） ２ 

家庭支援論（講義） ２ 

保育の内容・方法に関する科目 保育課程論（講義） ２ 

保育内容総論（演習） １ 

保育内容演習（演習） ５ 

乳児保育（演習） ２ 

障害児保育（演習） ２ 

社会的養護内容（演習） １ 

保育相談支援（演習） １ 

保育の表現技術 保育の表現技術（演習） ４ 

保育実習 保育実習Ⅰ（実習） ４ 

保育実習指導Ⅰ（演習） ２ 

総合演習 保育実践演習（演習） ２ 

別表第二 

一 保育の本質・目的に関する科目 

二 保育の対象の理解に関する科目 

三 保育の内容・方法に関する科目 

四 保育の表現技術 

五 保育実習 

 

（許認可等の基準） 

指定施設の定員変更に当たっては、入学希望者の増加等が明らかであることは言うまでもないが、 

定員の増加分に見合う講義・演習室等の施設、教科担当教員数、実習先の確保が行われる等、指定 

基準に合致すると判断される場合には定員変更の承認を行う。 

 
 


